







































2が国移転価格税制 はアメ リカと較べて18 年 の遅 れをとったことにな る。OECD
も， この国際的移転価格問題に対 して1976 年 から取組 んでおり，1984
年 に租 税委員会報告書 （TransferPricingandMultinationalEnter-prises
―ThreeTaxationlssues － ）を公表している。さらに， イギリスでは1970
年，フランスで は1977 年，西 ドイツで は1972 年，それぞ れ移転価格税
制を施行している3）。
このよ うに，移転価格税制 が主 としてT国外関連者 との取引を対象 として課
税す るところから，一国 の移転価格 に対 する課税 は他国 の利害 と衝突 し， 当
該関連企業 にとって は経済的二重課税を もたらす。 かかる国家間の利 害調 整
は，租税条約に基づ く相互協議 により解決されることになるが， その場 合両
国が移転価格 に対す る租 税規定 を もっていることが前提 となる。我 が国 も国
際的 に足並 みをそ ろえ なけ ればな らな くなり， 同税制 を採 用 するに至 っ た
が， 欧米諸国 より10 年以 上 も導入 が遅 れたこと は問題 といわざるを得 ない。
国際租税上，各国 の移転価格税制 が異なり，認定基準 も異な るため， 複雑
な諸問題 が日々生起してい る。 まさ に，「国際的企業 や多国籍企業を めぐり，
関係各国 間において深刻 な税 源争奪合戦を展開 する事態 にい たって いる4）」
といえ る。
本稿で は，新設された我 が国 の移転価格税制の問題点 を， アメリカの移転
価格税制 と比較しながら明 らかにし，実質課税の原理的思考を通して移転 価
格を めぐ る国際租税上の問題点 を検討 したい。
1. 我が国の移転価格税制
昭和61 年度 （1986） の税制改正により新設された我が国の移転価格税制










の定義は，租税特別措 置法施行 令第39 条の12 で次 のように規定さ れる。
① 一方 の法人 が， 他方 の法人 の発行済株式 の総数又 は出資金額 の百 分 の
五十以上 の株式 の数又 は出資 の金額を直接又 は間接 に保有 す る関 係。
② 二つの法人 が同一 の者 によって， それぞれその発行済株式 等 の百 分 の
五十以上 の株式 の数，又 は出資金額を直接又は間接 に保有 さ れる関 係。
③ 一方 の法人 が，他方 の法人 の事業の方針 の全部又 は一部 につ き実質 的
に決定 できる関 係。
① 他方 の法人 の役員 の二 分 の一以上，又は代表す る権限を有 する役員
が，当該一方 の法人の役員 若 しくは使用人を兼務 している者，又 は当
該一方 の法人 の役員 若しく は使用人 であ った者であること。
○ 当該他方 の法人 が， その事業 活動 の相当部分を当該一方 の法人 との
取引 に依存して行 っていること。
⑤ 当該他方 の法人 が， その事業活動 に必要とされる資金 の相当部分を
当該一方 の法人 からの借入 れにより，又は当該一方 の法人 の保証を受
けて調達 していること。
本条によ れば，国外関連者 の認定 は，株式保有割合による形式基準か， ま
たは特殊 な関 係によ る実質基準 かによ って判定 される。実質基準 の採用 は，
株式数の調整によ る国外関連者除外 に対 して対抗しようとするもので あ る。
百 分の五十以上 の株式 又 は出資金額を保有してい るか否 かの判断 は， 直接
保有と間接保有 の合計し た割合 によ る( 同施行令第39 条の12 第2 項)。 ここで
間接保有と は，一方 の法人 が他方の法人 の株式を直接保有 していな くて も，
他方 の法人を支配 する法人 の株式 を保有 している場 合，お よび一方 の法人 が
他方 の法人を支配す る法人 と の間に， 発行済株式 等の保有を通 じて連鎖関 係
にある場合を意味す る。 連鎖関 係 において百分 の五十 未満 の保有割合 の法人
があ ると， そこで連 鎖は切 れ ることにな る。 たとえ，連鎖が切 れて も，実質
的 に事業の方針 の全部又 は一 部を 決定 で きる関係にあれば，特殊な関 係とし
て国外関連者と認定 される。 とすれば， 資本の保有割合を もって国外関連者
と認定する基準は，必 らずし も必要 と はいえ ない。
何故なら， 実質的 な支配関 係を もって，特殊な関係 のあ る国外関連者 と認
定 するということは， その中 に百分 の五十以上 の株式 の数又は出資の金額を
直接 又は間接 に保 有 する場 合を含 む の は当然 であ るか らであ る。 この こと


































再販売 価格基準法について，同 法同条 は，「国 外関連取 引に係 る棚卸資産の
買手が特 殊の関係 にない者に対して当該棚卸 資産 を販売 した対価の額から通
常 の利潤 の額を控除 して計算した金額を もって当該関連取引 の対価の額とす
る方法を いう」 と規定 し，同施行令39 条の12 第6 項 は，利潤額算定 のため
の通常の利益率 につ いて，「国外関 連取引 に係る棚卸資産 と同 種又は類似 の
棚卸資産 を，特殊 の関係にない者か ら購入し た者 が，当 該同種又 は類似の棚
卸 資産を非関連者 に対して販売 した取 引に係 る当 該再販 売者の売上総利益の
額の当該収入金額に対 する割合とする」 と規定 す るが， 同種又 は類似 の棚卸
資産 の平均利益率が，何故特定の独立 企業間 価格認定 と して使 われるのかが
問題であり， その点 に関する説明及 び適用要件が まったく示さ れていない。
原価基準 法 につ いて同 法同 条は，「国外関 連取 引 に係 る棚卸 資産 の売手 の
購入，製造 その他の行為 による取得 の原価 の額に通常 の利潤の額を加算して
計算 した金 額を もって当 該国外関連取 引 の対価 の額 とす る方 法をい う」 と
し， この加算 する利潤額 の算定 に関す る利益 率につ いて「当 該同種又は類似
の棚卸資産を非関連者 に対して販売 した取引 に係る当該販売者 の売上総利益
の額 の当 該原価 の額 の合計額に対する割合 とする」（同施行令第39 条の12 第7
項）と規定す る。
しかし， この原価基準法 は， 前二者 の基準を適用 するより実際には難かレ
い。何故 なら，原価計算 の段階，無形資産 の有無， 用役提供割合，効率等 が
異 なれば，単純 に利潤額を加算 するわけにはいかないか らである。正 確に計
算 しようと すれば，多 くの調整を必要とし，調 整数が多 くな ればなるほど真
の「独立企業 間価格」から遊離 することになる。
問題は， いかなる基準若しくは原理 によって これらの方法 の1 つを選択 す
るのかということ である。一般に，課税所得 の計 測は， 実質課税の原理に支
え られていなければならないが， この実質課税 の原理が 「独立企業間価格」
認定にあ たってど のように作用するのであろ うか。
国外関連者 との取引において， 自由経済市場 において成立 する価格と異な
る価格が設定 さ れ， 自由経済市場を前提とする独立企業間 価格 と比較して課
税の公平性 が損 われると認められる場合， 独立企業間価格 に修正 して真の課
税所 得を算定把握 しようとするのが， 実質課税 という課税原理 に基づく移転
価格 税制の認識 論的性格であ る。


































然 であ るとい わなければならないからであ る。
従って， 課税庁 は最 も得やすい情報であ る同種 の規模 で事業内容 の類似す
る企業の平均売上総利益率を もって独立企業 間価格を算 定し， この独立企業
間価格に満たないか又は超え るときは， 独立 企業 間価格 算定 のために必要 と
認められる書 類等の提示又 は提出を求め，当該 移転価格 が独立 企業間価格で
設定 されているならば，企業 が自 らそれを立証 すべきことを確認 した ものと
解されよう。
もし，当該企業が課税庁 の要求す る書類等を提示又 は提出 しないときは，
当該移転価格 が独立企業 間価格 に依 っていないことを当該企業自 らが認めた
ことになり， これに対して課 税庁がすでに認定 済みの再販売価格基準法か原
価基準法によ る価格を もって 独立企業間価格と みなして更正又 は決定できる
とす るものであろう。
もしそうであ るならば，租税法律主義に基づ き課税の公平 性を理念とする
実質課税の本質 からみて到底 容認できない。 何故 なら， かか る認定 は推定課
税であり，実質課税からは完全に遊離 した ものであるか らであ る。再販売価
格基準法及 び原価基準法 は， 独立価格比準法 の代替的方法 であり，真の独立
企業間価格 は独立価格比準 法により算定すべきである。課 税庁 の基本的認定
は，原則 として独立価格比準 法によ るべきであ り， これに対 し当該法人が再
販売価格基準法 もしくは原 価基準法による独立企業間価格算定 の情報を提供
した場合， 又 は独立 価格比準法 によ ることが不可能若 しくは不合理であ る場
合，始めて次の代替的基準 として これらの方法 による独立企業間価格認定の
段階に進む ことになろう。
しかし，独立価格比準法に対して，「実際 の取引 にお いて，問題となってい
る国外関連取 引 と全 く同 種・同様な取引価格 があ ることは稀であり, （独立
価格基準法 の難点 の一つとして独立企業におけ る同 種の比 較可能取引を見出
すのが困難 であ るという意見が多 い） したが って通常 は何 らか の調整が必要
とな ってくる。 この場合その相違をどこまで調整す るか， あ るいはどこまで
調 整すべきかと いう問題 かお る5）」という指摘があ る。
しかしなが ら企業 間での実際の取引価格を税務上 否認し，別 の認定価格を
もって独立企業 間価格 と みなすわけであ るか ら， そ こに は当然 なが ら合理
的 ・客観的判断 基準が必要とされる。課税庁 は，比較 すべき独立企業 間価格

































間 に，総所得(grossincome), 所得控除(deductions), 税額控除(credits)
又 はその他の控除(allowances) を分配(distribute), 割り当 て(appor-tion)
又 は配分(allocate) することができる勺 と規定 する。Regulatons(ITR)
のSection1482 －1 は,6 項目にわ たって ここで使 わ
れている用語 について定義 する。先づ組織(organizations) とは，個人企業(soleproprietorship)
か， パ ートナーシップか， 信託財産(trust), 遺産(estate)
に基づ くが，社団(association) か法人(corporation) かを問 わず，
またどこで設立 され，どこで管理しているか，さらに内国 法人か外国法人 か，
非課税法人 か否 か， また連結申告さ れるか又 は連結の一員 であ るかを問 わず
あ らゆる種類 のすべて の組織を含むとされる(Regs. §1482 －1(aXD) 。営業
若しくは事業 とは， それが組織化されているかどうか， どこで組織化 されて
い るか，個人的 に所有さ れてい るかど うか， またどこで営業 さ れているかを
問 わ ず， い か な る種 類 の営 業 又 は事業 で あ って もすべ て を 含 む と さ れ る(Regs.
§1482 －1{a)(2))。 さらに， 支配とは， 法的に強制力 を有 するかど う
か，どのように支配行為 が可能 かまたなさ れているかを問 わず， 直接又 は間
接 のあら ゆる種類 の支配を 含む。決定的なことは，支配の事実(therealityofthecontrol)
であり， 支配 の形式 とか支配行為の態様 は問題 にならない。
もし，所得若 しくは控除 が恣 意的 に移転することが可能 であ れば， そこには
支配が存在 すると推定さ れる(Regs. §1482 －1(a)(3))。
我が国の租税特別措 置法第66 条 の5 は，適用対象 を国 外関 連者 と取引を
す る法人に限定す るが，アメリカのCode(IRC)482 条 は，法人 はいうまで
もなく，個人 に も， 人格のない社団 にも適用さ れ，国外関連者 との取引 にも
限定していない。 支配の認定 基準 に株式保有基準 はなく， す べて支配 の実質
性によって判断 すべ きものとしている。
従って， 本条 は， いかなる形式を問わず実質的 に支配関 係にあ る個人又 は
法人 が， 独立企業間 価格(arm'slengthprice) によらない支配 価格(con-trolledprice)
で取引 した場合 に， 真の課税所得(truetaxableincome) を
算定するため所得等を配分す ることができる旨を定めたものといえ る。Regulations
は， そ の根拠 について，支配関係にある納税者 と支配関係 に
ない納税者との間 に課税 の同 等性(taxparity) を得ることにあるとし，真 の
課税所得を算定す るための所得等配分基準は，支配関 係にない納税者 が他 の
支 配 関係 にな い 納 税 者 とarm'slength に 取引 を す る 基 準 に求 め ら れ る
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比 較可能 非支配価格基準 法(ComparableUncontrolledPriceMethod)(2)
再販売価格基準法(ResalePriceMethod)(3)
原価加算法(Cost-PlusMethod)























法人がアメリカで組織されている会社として， 仮にX 法人がA 法人に商品
をS100 で販売し,B 法人には$90 で販売していると,B 法人に対する販売
価格が比較すべき非支配価格となり,X 法人とA 法人との移転価格は独立
企業間価格$90 と認定される。
これとは逆に,X の関連法人たるA 社がX 法人に商品を販売する。非関
連法人たるB 社が同様の商品をX 法人に販売していると(2)のヶ－スとなり，
比較される非支配価格はB 法人からX 法人に販売された価格となる。仮に，A
法人がX 法人に販売する価格がS250 で,B 法人がX 法人に販売する価











の取引で,X 法人が同じ商品を関連法人たるA 社にS100 で販売し，非
関連法人たるB 社に$90 で販売していても,B 社に対する価格はFOB で，A
社に対する価格はCIF であり，保険料，運送費に$20 かかるとすると,X















































テリー製造業のX 社は， 子社会Y を経由して新市場での販路を拡張しよう
とする。X 社は，自社バッテリーを小売業者には$20 で販売し，卸売業者に
は$17 で販売している。Y 社は卸売業者でX 社のバッテリーを小売業者に$20
で販売している。しかし，この度の新市場ではX 社のバッテリーは全く
知られていない。 そこでY 社がこの新市場でX のバッテリーを販売するた
めには，他の製品に比較してより多額の販売および広告コストを負担しなけ









間価格と認定することも含むものである。 この例で，X 社がY 社にX 社の
バッテリーを$13 で販売すると，移転価格は$13 で, 比較可能非支配価格は$17
であるから，単純に適用すると独立企業間価格は$17 となる。しかし，
実質価格が$13 であれば，独立企業間価格は$13 と認定される。仮に，Y 社
の販売および広告宣伝コストが$4 かかるとし， そのコスト分か考慮されて




































しかしながら，実際には両者 と も独立 した企業ではないか ら， それを独立
した企業間 であ ったならばとい うのはあ くまで仮定であ る。 しかし，単 な る
仮定に立 った推定価格を もって比較可能非 支配価格 とす ることは， もとより
実質課税の原理に反 することは疑 いない。 独立企業間価格とは，独立した企
業 間で成立 したであろう価格 ではあるが，単 なる推定価格 であ ってはならな
い。 何故 なら， 独立企業間価格 とは， 独立 した企業間であ ったならば成立 し
たであろう現実的価格でなけ れば ならないからであ る。 この価格を実質価格
という。経済的実質性からみて，真実 の価格を実質価格 とい うのであって，
比較可能非 支配価格と実質価格が異 なる場合 には， その非支配価格を もって
独立企業間 価格と認定 すること はで きない。
先の例で，結果的にバッテリ ー価格$17 は，比較可能非支配価格であ るが
独立 企業間価格ではない。実質価格 がS13 となったために，移転価格がその
ま ま独立企業間価格 となった例であ る。 ところが，認定プ ロセ ス上，最初 に
支配 価格が独立企業間価格と異なるという事実認識 から出発している筈であ
る。基本的に，特殊事情は内部事情 であ り，課税庁 は支配 価格$13 と比較可
能非支配価格S17 を比較して，独立 企業間価格$17 と認定する筈である。こ
れに対して，移転価格113 が独立 した企業間 であって も成立 する価格であ る
ことを立証するのは，課税庁で はなく当該関連企業自身 であ る。裏付 けとな
る資料を もって企業 が立証す ることにより， そこに合理性が認められれば，
独立企業間価格 は$13 と認定 される。これは，独立企業間価格が$13 に変更
さ れたのではなく，実質 価格 が$13 と認定 さ れたため，実際 の移転価格が独
立 企業間価格 と認定 されたのであ る。
独立企業間価格 は，第一義的に比 較可能な価格として捉えられるので，認
定プ ロセス段階で は複数 の独立企業 間価格が存在する。複数 の独立企業間価
‘格 からどれを選択 すべきか，又 はどのように調整すべきかは，実質価格をど
のように認識す べきかによる。 独立 企業 間価格で課税関係を認定す べきであ
るという基本思考 は，この実質価格 によって課 税所得を算定 しなけ ればなら
ない という実質課税 の原理的要請 によ る。多国籍 企業 が恣意的 に国際的規模
で の所得移転を図り， 全 グル ープ としての税引後純利益を極大化させること
は， 明らかに実質課税の原理 から放任 されるべ きではなく，逆に課税庁 が恣
意的に所得を配分 し，非合理的 な課税を すること もこの実質課税に反 するも


















例えば,X 社の関連法人たるY 社が,X 社から商品を単位当りS280 で購
入し，非関連者たるA 社にS300 で販売する場合，もし比較可能非支配価格
が存在しなければ，Y 社の類似商品のマークアップ率を使ってX 社とY 社
の移転価格を認定しようとするノY 社の類似商品のマークアップ率が20 ％
とすると,$300 から$60 を差引いたS240 が独立企業間価格となり,X 社












正確な把握 となる場合 には利用で きるよ というのは， たとえ必要条件 の1 つ
が満たされないとして も，再販売価格基準法はや はり原 価加算法より も正 確
な方法なのである。何故 なら，前者 の もとで必要とされる計算およ び評価 は
後者のもとでなされるより，数が少な く簡単 であ るからであ る。一 般 に再販
売 価格基準法 は，売手 によってなさ れる諸機能が買手 によってなさ れる諸 機
能より広 く且つ評価 が難か しい場合 により適切 とな るご)」
独立企業間価格の認定 にあ たって は，実際の取引 価格を否認し， 独立企業
間であったな らば成立す るであろ う価格 に置き換え て課税所得を認定す るも
のであるか ら， その認定 にあ たって は課税庁 の恣意的，独善的判断 は極力排
除 されなけ ればならない。 この恣意的， 独善的判断 の余地 のない独立企業 間
価格とは，第一義的 に比較可能非支配価格ということになる。
比較可能非支配価格がど うして も見出 すことがで きない場合に は， 再販売
価格基準法若しくは原価加算法によ らざ るを得 ない。 これらのうちど ちらを
適 用するか は√順位 の問題で はな く適用業種の問題であ るとする考え 方があ
る。 すなわち，再販売 価格基準法 は商業取引に適用され，原価加算法 は製造
業者 に適用さ れるというもので，我 が国 の租 税特別措 置法 は， こ の考え方 に
より適用順位を決めてい ないと解さ れる。Regulations
は√ 独立 企業 間価格 の認定にあ たってかか る業 種適用思考を
とらない。必要 とされ る配慮 は， 価格に対する売手 と買 手 の機能がどのよう
に反 映さ れているかを分 析す ることにあ る。 その結果，機能が異な れば相応
の調整が必要 となるが， その調整は出来 るだけ少ない方 が真実の価格 に近 く
なると考えている。 その意味で，適 用順位思考 は重要 であ るといえ る。 この
点，我 が国 の並列方式 と は大いに異な る。Regulations
は,CPM よりRPM によ る方 がより適切 であ るとい う場 合
について例を挙げて説明 す る(Regs. §1482 －2(e)(3)Example(l)(2)) 。X 社
が価値の高い特許を開 発し，特許製品 た るM をY 社に支配価格 で販売 する。Y
社は，この製品M に部品を付加 し組立製品として再販売 する。部品 の付加
と組立は， 明らかに資産 価値増加を もたらしているが， この場合に は再販売
価格基準法を適珀 すべ きであ る。 何故なら,X 社の特許権を評価し， 原価加
算法での適正総利益率を決定す ること は，再販売価格基準法 のもとで の適正
マ ークアップ率決定 におけ るy 社 の組 立機能を評価す るより はるか に困 難
だか らであ る。
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例えば,X 社がY 社に資産を支配価格で販売し,Y 社は同資産をZ 社に支

















































例えば,X 社とA 社が関連法人で，X 社がA 社に製品をS130 で販売す
る。X 社は，他の製品を非関連法人たるB 社に1100 で販売しその製造原価














































親会社X がB 国の子会社Y に対して商品をS1,000 で販売した取引につい
て，B 国の課税庁が独立企業間価格S900 と認定すると,Y の仕入価格がS100
減少するためにY の課税所得がその分加算される。しかし,X 社はA 国












































るにおよんで，移転 価格による租税回 避 はほとんど不可 能になったことによ
る。
なお,Choi とMueller によれば，統計的 に アメ リカ，フ ランス，イギリス
および日本の経営者達 は，原価 ベースの移転 価格設定を 好 み，他方カ ナダ，
イ タリーお よび北欧 は， 市場価格 ベ ースの移転価格設定を好むという29)。 し
か し，移転価格の設定は，このような文化的好 みというより はむしろ多国籍
企業の戦略的意思決定により行われる。 どちらを基 礎にすべきか は，どちら
が価格政策に合致す るかの問題 となる。 また，市場価格 をベースにしようと
して も，媒介 となる市場 が存在しなければ原 価を ベ ースに設定す る以外にな
い。原価を ベースにす るとして も， その基礎を 直接原価 に求 めるのか製造原
価 に求め るのか， はたまた総原 価に求 めるのかという問 題があ る。 いずれに
して も， 移転価格の設定 は，多国籍企業にと って国際的 経営戦略を展開する
うえ で， 極めて重要なファクターの一つであ る。
一般に， 移転価格による戦略的効果 として次 のことが指摘される30)。
① 税率の高 い国から低い国 へ所得を移転さ せること ができる。
② 地理的条件の如何にかか わらず， 企業 グループ全 体として統一価格を
制定 しうる利益を享受 できる。
③ 企業間 のトランスフ ァ・プ ライシングを それぞ れの市場 条件 の違いに
より 個別 に設定 することにより， 個々の企業 利益 と損失 とを相殺し， グ
ループ全体 として の利益を増大し うる。
④ 特定地域内における市場競争 を排除 しう る。
⑤ 新設企業の開業当 初の損失 を親会社また は関連会社が負担 もしくは吸
収 することにより，新設企業 の財務運営 を容易ならしめ世 界市場を制覇
しうる。
このよ うに， 移転価格の設定 は，多国籍企業 グル ープ にとり極めて重要 な
戦 略的手 法を提供 するものとなる。税率 の高 い国 から低 い国 へ所得を移転 さ
せるために は，税率の高い国に存する企業 の売上 を減少 させ，低い国 に存 す
る企業の利益を増大させることにより達成さ れる。 従 って，資産が税率の高
い国から低い国 へと移転 する場 合には，こ の移転価格 は低 ければ低いほど多
くの所得 移転 が可能になり，逆 に税率 の低い国 から高 い国 へ資産が移転する




































値により取引 す る場 合の売買価格をいい， これに基 づいて課税す べしとする
のが実質課税 ということになる。 実質課税の認識基準 は実質主義 であり，実
質主義 の認識要件 は公平性，中立性および経済的実質性で ある。公平 吐とは，
納税者間の公平 性 であり，中立性 とは納税者にも課税庁 に も偏らない判断を
意味し,つ経済的実質性 とは， 表見的事実よりも実質的事実を尊重 す る判断基
準を指す。
アメリカにおいて も従来から「経済的実質 もしくは経済的事実（economicsubstanceorreality
） に反 する取引 は租税目的上 否認さ れるという通則が
ある。この考え方 の源泉 は，もちろん，かの有名 なGregory 対Helvering 事
件 （1935） であるが， 同 じくよく知 られている適用例と して,Higgins 対Smith
事件 （1940 ）,Griffiths 対CIR 事件 （1939 ） およ びKnetsch 対us
（1961 ）事件 の判決 があ る。租税回避，取引 の意図 および形式 と実質を重 視す
るこれらの一般原則お よび判断態度 は，関連企業間で の損失販売 を含む多く
の訴訟事件 に適用さ れて きた。33）」
我 が国で は税務会計学上， 実質課税の原理 は明確に定義 されている。富岡
教授 によれば， 実質 課税 の原理 は， 実質所得者課税 の原則，所得実質把握の
原則，租税回避 否認 の原則という3 つの原則か ら構成さ れると いう34）。
実質所得者課税 の原則とは，納税主 体の決定であり， 経済的実質 に従って
所得の真の享受者 が租 税を負担すべしとするものであり， 所得実質把握の原
則とは，租税負担 の公平性およ び租税負担能力 の見地 か ら，法形式にとらわ
れず 真 の課税 所得 を把握 しようとす る ものであ り， 租税 回避 否認 の原則 と
は，異常 ない し不自然 な法形式 ないし取引形式を とることにより，租 税負担
を回避または軽減す る者 に対し， その経済的効果 に視点を おいて真の課税所
得を認定把握 しよ うとするものであ る。‥従 って，移転価格 の操作により租税
を回避 もしく は軽減 しよ うとする場合には，租税回避を否認 し真の課税所得
を把握するために移転価格を否認 し独立企業間 価格で課税 する根拠 はこの実
質課税の原理 にあ る。
しかし，通常 実質課 税の原理に基づいて修正さ れるのは，取引自体 の否認
に基づ く場合 が多 い。例えば，法形式 のみを整えた架空 取引（shamtransac-tion
） に対して は， その架空取引を否認し実質的取引に基づ く真実な課税所
得を算定把握 することになるが，多国籍企業 の関連 グループ の移転価格につ







社はこの差額￥500 に対してY 社に請求する権利もなく,Y 社もX 社に
これを支払う義務もないからである。両社がともに内国法人で,Y 社がこれ
を￥3,300で第三者に販売すると仮定する。 この場合， 移転価格で課税所得
を計算するとX 社は￥500,Y 社は￥800 となり， 独立企業間価格で課税所


























移転価格 として反証 されれば，動 機 いか んにか か わらず482 条 に支配さ れ
る。35）」
もし特殊 な資産又 は状況を含 み， 他の比較 すべ き独立企業 間価格が存在 し
ない場合 には，比較可能非支配価格基準法（CUPM ）の適用は不可能となろ
う。 もし,IRS が再販売価格基準法（RPM ）に基づ いて認定 し， そのマーク
アップ率を業 界比率で計算 している場合， その業 界比 率が実質比率と異な る
と きは， その相違す るデータを提供 し立証 しなけ ればなら ない。 もしRPM
が不適切であ れば原価加算法（CPM ）又 はその他の方法 による独立企業間価
格認定の方 法を企業自らが提示すべきであ る。 もっと も， それだけの十分な
根拠 のもとに移転価格を設定 しているならば， 独立企業間 価格に基づ いた移
転価格になっている筈 であ るから,IRS の否認 も生 じないか もしれない。 し
かし，独立 企業間価格に対する概念が異な ると，関連企業 と課税庁 の利害対
立を惹起しそ れが国と国と の対立 へと発展 すること もあ る。
「独立企業 間価格が，多 くの国 で企業 闇取引 の一 般 に認 められた基準 とさ
れているのに，この用語 は未だに定義 さ れていない。多 く の国 の租 税規定は，
定義を避けて いる。 いくっ かの判例 はあ るが， 結論 に達 していない。 会計諸
団 体 は， この領域 での基準設定 に いか な る興 味 も示 さな い。 かかる状況 に
あ って，独立企業 間価格の定義 は， 税務当 局と会社首脳と の交渉 と妥協の中
か ら緩慢で はあ るが形成さ れつつあ る。 この アプロ ーチは，一 種の基準を呈
示するものであ るが一般に有効性があ るとはいえない。 かくして，税務当局
の職員 は，多 くの諸外国からの税務監査で集 め られる情報 を利用す る方法を
有してい るのに，納税者の知識 は彼ら自身 の経験領域を ほとんど超えるもの
ではない。36）」
確かに情報 収集能力 に関 して言 えば， 課 税庁 の能力 は納税者 の比 ではな
い。特 にアメ リカでは， 約400 人の国際税務調 査官 が全国 の主要税務署に配
属され，約30 名 のスタッフが ワ シント ンの本庁 に配属さ れ国 際的規模で収
集 された情報 を分析し，特定取引 の経済分析 および機能分 析を通して全国のIRS
を支援 する体制を整えてい る。
このように，厖大な資料を もとに認定 する課税庁 の独立企業 間価格に対 し
て，企業 が独巨の資料を もとに課 税庁認定 の独立 企業 間価格が， 非合理的で
恣意性かおり根拠 に欠けることを法延 で立証 し， 説得 することは可成 り困難



































国家間の租税に関 する取決 めたる租税条約 は， 租税実体法 の上位概念であ
る。各国の移転価格税制における課税 の公平 吐およ び課 税 の中立性を最終的
に解決する方 法は，租税条約に基づ く相互協議である。我 が国 は， 現在まで
に36 力国との間で租税条約を締結し，そのすべての国 と異議申立て, 相互協
議レ 情報交換 につ いて の規定を もっている（情報交換 については オランダと
スイスを除O 。
日本と アメ リカの租税条約 第11 条 は， 特殊関 連企業 によ る移転 価格を独
立企業間価格で算定 す ることを確認 した条文で， ほぼ アメリカの内国歳入法
（IRC ）482条と同様 の文言 となってい る。日米租税条約第25 条 は，「一方の締
約国の居住者 は，一方又 は双方 の締約国の措置により この条約 に適合しない
課税を受 け又 は受 け るに至ると認 められる場合には，両締約国 の法令で定め
る救済手段 とは別に， 自己が居住者 である締約国 の権限 のあ る当局 に対 しそ
の事象について申立 てをすることができる39）」 と， どち らの国 にお いても不
服がある場 合には異議 の申立てができることが明文化 さ れてい る。居 住者の
異議申立てについ て理 由があ ると認められる場 合には，「こ の条約 の規定 に
適合しない課税を回避 するため，他方 の締約国の権限 のあ る当局と合意に達
するように努 めるものとする。」（日米租税条約第25 条（1）。
「この条約 の規定 に適合 しない」とは，移転価格に限定 す れば，日米租税条
約第11 条 の「両者 の間 で独立 の者 の間の取決 めと異 なる取決 めが作成さ れ
又は独立 の者の間の条件 と異なる条件 が課されると きは， その取決 め又 は条
件がないとしたならばそのような関連を有する者のう ちい ずれか一方 の者の
所得若しくは損失又 は納付税額の計算 にあたって考慮 さ れたであろ う所得又
は所得控除，税額控除 その他の租税 の減免について……こ れらを算入 し及び
適用することがで きる」 という条文を指すから， 独立 企業 間価格認定 の措置i
こついて条約 に適合しないと認 めら れる場合， または二重課 税排除 の目的か
ら，納税者 に異議申立 ての権利を認めている。
異議申立てが行われると，両締約国 の権限のある当局 によって「条約 の解
釈又 は適用に関 して生 ずる困難又は疑義を合意によって解決 するように努め
るものと」（同 第25 条（2） し， 協議 することによって統一 的合意を得 るべく
努力しなければな らないとする。なお, 特 に協議事項 として4 点 を挙げるが，
この1 つに「一方 の締約国の居住者 とこれと関連を有す る者と の間における



































に，独立企業 間価格 に対 する基本 規定 なくして，他国の権限あ る課税庁 に何
をどのように説得 し，又 は他国 の認定 に対 して独立企業間 価格 と異なること
をいかに論拠づけ るのかが問題であ る。
かかる問題 に対して，今後我が国 が移転価格 における国際租税上 の立場を
明確にす るためには，実質課税に支え られた独立企業間価格概念 を定立す る
とと もに， それに基づ く課税の公平 性，国 際租税 の中立性を主 張していかな
け ればならない。 そのためには， 移転価格 に関 す る国際的情報を積極的に収

























は， 同 じ思 考 基 盤 に立 って問 題点 を 整 理 す る こ と と， 国 際 的協 調 性 を 貫 くこ
と であ る。同 じ思 考 基 盤 に立 つ た め に は，移 転 価 格 税 制 の 目的 ，概 念，要 件，
お よ び認 定 方 法 につ いて， 実 質課 税 の観点 か ら明 確 に して お く こ と が必 要 で
あ ろ う。
こ の点 ，我 が 国 の租 税 特 別措 置 法第66 条 の5 は，移 転 価格 税 制 の目 的，独
立 企 業 間 価 格 で認 定 しな け れば な らな い理 由， 独立 企業 間 価 格 の定 義 お よ び
要 件 に つ い て 何 の 規定 も設 け てい ない。 規 定 さ れて い る の は， 国 外 関 連者 の
特 殊関 係 の定 義 （同 条 第1 項）, 独 立 企業 間 価 格 の認 定 方 法 （同 条 第2 項），
書 類 若 し く は帳 簿 に関 す る納 税 者 の提 出義 務 と課 税 庁 の 請 求 権 （同 条第6
項 ）， 国 外関 連 者 に関 す る書 類添 付 （同 条第8 項 ）, 租 税 条 約 に よ る延 滞 税 の
免除（同 条 第9 項 ）,等 を 定 めて い るだ けで あ る。独立 企業 間 価 格 の定 義 が な
い た め， 三 者 択 一 方 式 を とり 適 用順 位 を定 め て い な い。
こ の よ うな 規 定 で ， 租 税 法 律主 義 に基 づ く公 平 課 税 が図 ら れ る の か ど う
か， ま た諸 外 国 と の租 税 条約 に基 づ く相互 協 議 にお い て 何を ど の よ うに協 議
し， い か な る合 意 を 達成 し よ うと す る のか， 問 題 があ ると言 わ な け れば な ら
な い。国 際租 税 に お け る課 税 の公 平 性 と中 立 性 を 実 現 す るた め に は， 移転 価
格 の独立 企業 間 価 格 認定 に対 し て， 個 々 のヶ － ス毎 に実 質 課 税 の原 理 を適 用
して， 最 も合 理 的妥 当 性 のあ る独立 企業 間 価 格 を 認 定 し な け れ ば な らな い。
実 質課 税 の原 理 的 思 考 は， 真 実 の課 税 所得 を 算 定 把握 す る た め の認 識 基準 を
提 供 す る もの で あ り， 課 税庁 及 び納 税者 双方 に 適 用 さ れ る と と も に両者 を 拘
束 す る もの と し て も作 用 す る。 国 際 的 移転 価 格 税 制 にお いて も こ の実質 課 税
の原理 が貫 か れて い なけ れば な らな い。
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